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研究成果の概要（和文）：本研究では，これまで東アジア諸国・地域の雇用保障・社会保障政策に関する研究か
ら得られた「後発福祉国家論」という視点にもとづいて，①日本，中国，韓国における家族政策の歴史と現状，
そしてその雇用保障・社会保障政策との関連性についての国際比較分析を行い，②後発福祉国家論のさらなる理
論的発展を試みるとともに，③各国の制度改革の方向性および東アジア域内・外での人の移動を視野に入れた共
通政策の可能性を探ってきた。

研究成果の概要（英文）：In this study, based on the point of view of "late-coming welfare state" 
obtained from the study on employment policies and social security policies in East Asian countries 
so far, we engaged in the following three issues: (1) comparative analysis on the history and 
present situation of employment policy, social security and family policy, and their relevance, (2) 
pursuit of further theoretical development of the "late-coming welfare state" theory, (3) searching 
the task of policy reform in each countries and the possibility of East Asian common social policy 
with a view to movement of people inside the region. 

研究分野：福祉社会学
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１．研究開始当初の背景 
1990年代後半以降，比較福祉国家研究の分

野では，日本を含む東アジア諸国・地域に関
する研究が盛んになってきた。多様な研究が
行われるなか，それらの国・地域の福祉国家
に関しては，西欧諸国の歴史的経験と同一線
上でとらえることはできず，むしろ「先発」と
「後発」といった時間軸の視点を比較分析の
なかに取り入れることの重要性が指摘された。
いうならば後発福祉国家論という視点である。
2000年代半ば以降，研究代表者を含め，その
後発福祉国家論の立場から，西欧中心の従来
の比較福祉国家研究のもつ方法論的限界を克
服し，その従来の議論からは説明しきれない
後発国としての東アジア諸国・地域の歴史や
現状またその特徴と展望を究明しようとする
研究が活発に行われてきた。 
ただし，それらの研究にはいくつか重要な

限界があった。1つは，多くの研究で分析の焦
点が社会保障に偏っていた点である。ところ
が，歴史的にみて福祉国家が雇用保障と社会
保障の両政策から構築・展開されてきたこと
を認識すれば，社会保障の分析だけで，福祉
国家の特徴が十分にとらえられるとはいいに
くい。もう 1つは，西欧諸国との比較のさい，
東アジア諸国・地域が後発国として一括りに
されることが多かった点である。しかし，西
欧諸国と同様に東アジア諸国・地域のなかに
多様性が存在することを認識すれば，その多
様性についても注目しなければならならず，
それにより，後発福祉国家論の方法論的論点
がより明確になるはずである。 
このような後発福祉国家論の限界を克服す

べく，2010年代に入り研究代表者は，雇用保
障・社会保障政策からなる全体としての福祉
国家をとらえる視点を明確にしたうえで，後
発国としての日本や中国，韓国など各国の歴
史と現状を明らかにし（2012a；2012b；2012c；
2012d；2013b），それと同時にその後発国のな
かの類似性と多様性を探るべく多国間比較分
析を行ってきた（2011a；2011b；2013a；2013b；
2013c）。 
このような研究をすすめるなかで，次なる

課題として浮かび上がったのが，本研究のテ
ーマである家族政策である。そもそも福祉国
家の両軸をなす雇用保障政策と社会保障政策
には，明示的であれ暗黙的であれ，それが前
提とする家族像がある。そのため，雇用保障・
社会保障政策の展開には，その家族像を守ろ
うとする，あるいは変えようとする，いうな
らば家族政策の推進が必ず随伴されるはずで
ある。もちろん逆に，ある種の家族政策の推
進によって雇用保障・社会保障政策に変更が
求められる場合もある。この意味において，
家族政策は，雇用保障・社会保障政策ととも
に，福祉国家のあり方を特徴づける 1 つの重
要な要素であるといえる。この分野で，家族
政策に関する研究が行われていないわけでは
ないが，それを福祉国家，具体的にいえば雇
用保障・社会保障政策との関連で分析した研

究はほとんど見当たらない。 
以上をふまえ，本研究では，これまで東ア
ジア諸国・地域の雇用保障・社会保障政策に
関する研究から得られた「後発福祉国家論」
という視点にもとづきつつ，家族政策に中心
を据えながら，主に以下の 3 つの課題に取り
組んだ。 
 
２．研究の目的 
第 1 に，日本，中国，韓国における家族政
策の歴史・現状を明らかにすることである。
その際，福祉国家の両軸をなす雇用保障・社
会保障政策との関連を強く意識しながら，家
族政策についての分析を試みた。 
第 2 に，以上をふまえ，雇用保障・社会保
障政策を中心として展開してきた後発福祉国
家論に，家族政策を捉える視点を加え，それ
のもつ理論的意味を明らかにすることである。
具体的には，雇用保障・社会保障・家族政策の
特徴とその背後にある歴史的問題についての
多国間比較分析を通じて，後発国であるがゆ
えにみられる東アジア諸国・地域の共通性だ
けでなく多様性をも明らかにし，後発福祉国
家論のさらなる理論的発展を試みた。 
第 3 に，以上の現状・歴史分析と理論研究
を通じて，東アジアにおける共通政策の可能
性を探ることである。近年，東アジアを含む
アジア域内では，貿易や投資などモノやカネ
の面での国家間交流が活発化するなか，労働
力の移動や結婚移民などヒトの面での国家間
交流もますます増えてきている。そのため福
祉国家の諸政策について，かつてのように一
国中心に考えることはできなくなっている。
本研究では，各国における雇用保障・社会保
障・家族政策の歴史・現状分析，そしてその多
国間比較分析を行い，その理論的示唆ととも
に，各国の制度改革の方向性と国家間交流を
視野に入れた共通政策の可能性を探ることを
目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究は，平成 27～29年度の 3年間にかけ
て行うものであり，大きく歴史・現状分析，理
論研究，政策論に分けて実施した。 
まず，歴史・現状分析においては，これまで
の雇用保障・社会保障政策についての分析に
加え，家族政策の歴史・現状に関する資料を
収集し，それぞれの政策とその相互関係性に
ついての各国分析や多国間比較分析を行なっ
た。 
次に，理論研究においては，上記の歴史・現
状分析をふまえつつ，従来の比較福祉国家研
究と東アジア研究に関する理論的検討を行う
ことによって，後発福祉国家論のさらなる洗
練化を試みた。 
最後に政策論においては，上記の歴史・現
状分析と理論研究をふまえたうえで，それぞ
れの国・地域が置かれている政治経済社会的
状況に照らしながら諸政策・制度の改革の方
向性と，東アジアとしての地域協力や共通政



策の実現の可能性についての検討を行った。 
 
４．研究成果 
以上の目的および方法にそって，平成 27～

29年度の 3年間にわたって，雇用保障・社会
保障政策と家族政策からなる全体としての福
祉国家をとらえる視点を明確にし，それにも
とづいて東アジアの各国・地域分析および多
国間比較分析を行ってきた（金成垣 2015；
2015b；キム・ソンウォン 2015；アン・サンフ
ンほか 2016；金炫成・金成垣 2015；金成垣 
2016a；2016b；2017c；金成垣 2017a；2017b金
成垣・大泉・松江 2017；宇佐美ほか編 2017；
三浦編 2017）。 
ここでは紙幅の制限により，この 3 年間の

多様な研究成果のなかで，主に，東アジア諸
国・地域における急速な高齢化とそれを背景
とした高齢者の生活問題に焦点をあてて，高
齢者をめぐる雇用保障・社会保障政策と家族
政策について分析を行った研究成果をとりあ
げ（金成垣 2016a；金成垣・大泉・松江編 2017），
その内容を簡単に紹介したい。 
同研究では，東アジア諸国・地域のなかで

も主に韓国を中心にすえつつ，日本，台湾，シ
ンガポール，タイ，ベトナムにおける高齢者
の生活をめぐる諸制度・政策の現状と問題点
および課題について分析を行った。共通して
みられる特徴としては，高齢者の生活を，年
金などの社会保障制度だけで支えるのではな
く，むしろ社会保障制度は最小限にとどめつ
つ，雇用保障に関わる就労支援や家族の役割
を含んだ地域福祉を強調し，それら諸制度・
政策からなる総合的な取り組みが試みられて
いることである。以下では，韓国および東ア
ジア各国・地域の実態をふまえつつ，社会保
障，高齢者就労支援，地域福祉という 3 つの
視点からみる高齢者の生活保障の現状と課題
をまとめたい。 
第１に，社会保障制度である。 
高齢者の生活を支える手段として，まず議

論されるべきは社会保障制度であろう。現在，
東アジアの多くの国々では社会保障制度の整
備に熱心である。 
ただし、社会保障制度の整備といっても、

そのあり方は 1 つではない。従来、先進諸国
の経験をベースにした福祉国家類型論で考え
れば，社会民主主義型，保守主義型、自由主義
型があるといえる。それぞれの詳細は省くが，
ここで指摘したいのは，東アジアの国々が社
会保障制度を整備するにあたり，これらの先
進国の経験のいずれかを自由に取捨選択でき
るかというとそうではないということである。
高成長時代と高齢化の時期が重なった先進諸
国とは違って，低成長時代に高齢化を経験し
ている東アジアの国々は，社会保障制度の整
備をめぐる状況が先進国とは全く異なってお
り，実際，財政状況の不安定さや政治的かつ
社会的合意形成の難しさなどの制約要因のな
かで，先進国の経験がそれほど役に立たず，
むしろ先進国とは異なる選択をせまられるこ

とになっている。この点を考えるさいに，以
下のような韓国の状況は興味深い。 

 
現金給付 
 
          Ⅱ                  Ⅰ 
      保守主義型    社会民主主義型 
        ドイツ     スウェーデン 
 
 
     Ⅲ                  Ⅳ 
   自由主義型   社会サービス国家 
    アメリカ       韓国 
                    現金給付 
 
 
上の図は，先進国とは異なる状況のなかで
高齢化を経験している韓国がいかなる方向性
で社会保障制度を整備していくかについて，
朴槿恵政府の政策ブレインの 1 人であった安
祥薫氏（アン・サンフン、前国民経済諮問会議
民生経済分科委員長／ソウル大学教授）が提
示したものである。彼の説明にもとづいて簡
単にみてみると，Ⅰの社会民主主義型（スウ
ェーデン）では高齢者に対して年金などの現
金給付が手厚く，介護などの現物給付も十分
に行われており，Ⅱの保守主義型（ドイツ）で
は，現金給付は手厚いものの現物給付は不十
分でしか行われてこなかった。Ⅲの自由主義
型（アメリカ）では，ミニマム保障ともいうべ
き低い水準で現金給付も現物給付も行われて
きている。これら 3 つが従来の福祉国家類型
論で考えられる先進国の経験であるとすれば，
韓国の場合は，先進国のいずれかの経験とも
異なる，新しい類型として，Ⅳの「社会サービ
ス国家」を選択しようとしていると彼はいう。 
「社会サービス国家」の主な特徴は，年金
などの現金給付はミニマムに抑えつつ，介護
などの現物給付を充実させるという点にある。
これにより，手厚い現金給付による財政負担
増を避けることを重要な政策目標としながら，
高齢者の生活ニーズに関しては，現金給付に
比べて財政調整が容易である現物給付を中心
として対応するという考え方である。 
このような「社会サービス国家」という社
会保障制度整備の方向性が出された背景には，
先進国とは異なり，低成長時代に世界最速の
スピードで進行している高齢化に対応しなけ
ればならない韓国特有の事情がある。「社会サ
ービス国家」が高齢者の生活を支えるうえで
適切であるか否か，あるいは実現可能か否か
はともかく，その方向性は，いくつかの選択
肢から自由に選んだというより，先進国とは
異なる状況のなかで高齢化を経験している韓
国がそこにおけるさまざまな制約条件に対応
して選択せざるをえなかったという側面が強
いことを指摘しておきたい。 
以上のような韓国の状況からは，かつて近
代化や工業化の過程であったようなキャッチ
アップ指向がみられず，むしろ，いうならば



「脱キャッチアップ型」の視点から高齢化社
会に対応しようとする試みがみられていると
いえる。そしてその「脱キャッチアップ型」の
視点は，単に韓国だけでなく，韓国と同じく，
先進国とは異なる状況で高齢化を経験してい
る他の東アジアにも共通してみられることと
考えてよいであろう。 
第 2に高齢者の就労支援である。 
高齢者は自らが現役時代に積み立てた資金

によって生活費を賄うというのが，年金制度
の基本原理である。しかし近年，平均寿命が
伸張するなかにあって，いずれの国の年金制
度もその持続可能性が問われている。上記の
韓国の「社会サービス国家」は，その持続可能
性を確保するための考え方でもあるといえる
が，韓国のみならず多くの国々において，年
金の給付水準の引き下げや給付開始年齢の引
き上げが議論されている。これは，単に年金
の持続可能性だけに着目した政策改革ではな
い。高齢者の雇用と足並みを揃えたものであ
るとみるべきであろう。 
従来の議論において，高齢者は 60歳以上も

しくは 65 歳以上と暗黙のうちに定義されて
きた。しかし，これは便宜上の定義であり，明
確な根拠があるわけではない。これに対して，
一般的に所得水準の向上に伴う平均寿命とと
もに，健康寿命も伸びており，過去の高齢者
に比べて現在の高齢者の健康状態や就業能力
は良好であるという考え方もある。実際，日
本老年学会は，2017年 1月，日本の高齢者の
定義を現行の 65歳から 75歳に引き上げ，65
歳から 74 歳を准高齢者と再定義すべきだと
提言した。 
過去の高齢者に比べて現在の高齢者の健康

状態や就業能力が良好であるという点とかか
わっていえば，高齢者が豊富な知識と経験を
持っていることも見逃してはならない。最近，
これら高齢者の活用の効果を第 2 の人口ボー
ナスとする見方もあらわれている。さらに，
高齢者を支えられる対象ではなく，社会を支
える人材として積極的に評価する「アクティ
ブエイジング」という考え方も出てきた。 
これは，高齢社会の負担を軽減するだけで

なく，社会の活力を拡大させることにつなが
る視点である。労働はともかく，社会で活動
できる人口比率は上昇するはずである。その
意味では，「生産年齢人口」とは別に「社会貢
献人口」という枠組みを導入すべきかもしれ
ない。これとかかわって，韓国における高齢
者雇用と社会活動支援事業はたしかにそのよ
うな文脈で展開されているといえる。一方で
は，低い年金水準を補うために行われている
側面もあれば，高齢者の社会貢献および社会
参加を促すために行われている側面もある。
最近，日本でも同様の状況がみられている。
21世紀に入って急速に高齢化が進んでいるア
ジアの国々において，年金制度の整備と調整
とともに，「アクティブエイジング」の視点を
取り入れた高齢者の就労支援が重要な政策課
題として大きく注目されると思われる。 

もちろん，各国において高齢者の状況は異
なり，同年齢層を横並びにして論じることは
できない。たとえば中国やタイでは，憲法に
おいて高齢者を 60 歳以上と定義しているの
は，国際的に使われる 65歳以上という定義が
健康面でも就業面でも適切ではないと判断し
たからであろう。加えて、中国や東南アジア
の場合には，所得水準や生活環境が大きく異
なる都市部と農村部の高齢者の状況にも配慮
する必要がある。 
第 3に，地域福祉である。 
近年，多くの国際機関は、高齢者の生活保
障の手立てとして，家族とともに地域の役割
を重視するようになっている。これは積極的
な発見というよりも，それしかないという消
去法的な選択の結果である。国際機関の報告
書をみても具体的な政策はあまり記述されて
いない。むしろ，地域福祉は，当該地域の環境
によるところが大きく，一般化することは難
しい。そして，その実施には、地域の人々の不
断の努力によるところが大きい。 
そのことは，韓国の「美しい隣人」という地
域福祉活動のケースが示しているものでもあ
る。詳しいことは省略するが，地域福祉のあ
り方を考えるさいに，「美しい隣人」のケース
が示した重要な示唆点は，同事業が地域によ
る高齢者への財やサービスの一方的な提供で
はなく，互いに支え合う「地域共生」になって
いることである。活動展開のなかで高齢者が
福祉の受給者にとどまらず，福祉の提供者へ
と役割転換が行われ，高齢者が福祉の提供者
になる場面では，逆に地域の一般の住民や商
店が福祉の受給者になっているのである。こ
の「美しい隣人」は，地域を活性化し地域共生
の基盤をつくる可能性を秘めているといえる
のである。 
ただし，この「美しい隣人」が韓国である程
度成功したとはいえ，上で述べたように，地
域福祉が当該地域の環境的および人的要因に
左右されることが多いがゆえに，他の国にそ
のまま適用できるとは限らない。そのため，
地域福祉の試みは，成功ケースの一般化をめ
ざすより，各地域の多種多様な事例に着目し
その現状を正確に把握することが何より重要
な作業になる。最近，タイにおいても，さまざ
まな地域福祉の取り組みが始まっている。ベ
トナムの場合は，まだ家族の役割が強く，地
域福祉の視点は弱いことが示されたが，今後，
その家族の役割のゆくえとともに地域福祉の
展開が注目されるだろう。台湾においては，
担い手としての外国人の役割を考えるきっか
けを与えてくれている。このように，さまざ
まなアイデアが提示されている。地域福祉の
今後の展開に関してさらに多くの事例を把握
していくことが重要な課題になると思われる。 
以上をふまえ，「脱キャッチアップ型」の視
点，「アクティブエイジング」の視点，「地域共
生」の視点を基軸にしつつ，東アジアの高齢
社会＝後発福祉国家の高齢社会の現状と課題
を明らかにし，それを超えて，世界の高齢社



会に貢献できる研究を進すすめることが今後
の重要な課題になるであろう。 
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